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A B C D 計
50名以下 1 6 4 9 20
51〜100名 0 5 5 6 16
101〜200名 0 6 10 6 22
201〜300名 1 1 5 6 13
301〜500名 2 4 0 0 6
501〜1000名 1 2 0 0 3
1000名以上 5 0 0 0 5
未回答 0 2 1 0 3
合計 10 26 25 27 88
表４　運動器の機能向上事業における対象者数
Ｑ．対象者数はどのくらいいると推定していますか
A B C D 計
30名以下 1 4 5 11 21
31〜50名 0 3 6 6 15
51〜100名 0 7 5 6 18
101〜200名 1 4 6 4 15
201〜500名 1 6 1 0 8
501〜1000名 4 0 0 0 4
1001名以上 2 1 1 0 4
未回答 1 1 2 0 4




A B C D 計
複合プログラム 6 10 13 9 38
運動器の機能向上 6 22 10 18 56
栄養改善 3 8 1 7 19
口腔機能向上 5 16 7 10 38
閉じこもり予防・支援 0 4 4 5 13
認知機能低下・支援 0 6 4 2 12
うつ予防・支援 0 2 0 1 3
その他 0 0 1 0 1
未回答 0 0 1 2 3




A B C D 計
複合プログラム 1 0 1 0 2
運動器の機能向上 0 3 3 9 15
栄養改善 1 8 1 6 16
口腔機能向上 0 4 3 6 13
閉じこもり予防・支援 2 2 3 4 11
認知機能低下・支援 2 2 3 5 12
うつ予防・支援 2 2 2 5 11
その他 0 0 3 0 3
未回答 6 13 14 12 45

























A B C D 計
未実施 0 1 2 0 3
平成５年〜平成10年 0 2 1 2 5
平成11年〜平成17年 0 1 5 3 9
平成18年 5 11 5 8 29
平成19年 1 6 2 2 11
平成20年 0 1 5 5 11
平成21年 1 2 3 1 7
平成22年 1 0 0 2 3
平成23年 1 1 1 0 3
平成24年 1 0 0 4 5
未回答 0 1 1 0 2
合計 10 26 25 27 88
表６　運動器の機能向上事業における実施主体
Ｑ．どこが実施主体で実施していますか　
A B C D 計
自治体 5 23 19 25 72
社会福祉協議会 0 1 1 1 3
民間 4 4 2 0 10
その他 2 1 2 2 7
合計 11 29 24 28 92
表７　運動器の機能向上事業指導担当者
Ｑ．指導担当者はだれですか　
A B C D 計
医師または看護師 2 3 2 1 8
理学療法士または作業療法士 2 12 6 12 32
管理栄養士 0 1 0 0 1
介護職員 3 6 2 2 13
行政職員 1 8 7 7 23
健康運動指導士 3 7 10 6 26
その他 4 5 11 6 26




A B C D 計
週１回 6 11 11 11 39
月１回 1 6 6 6 19
隔月、半年 0 2 0 0 2
年３回以下 0 0 0 2 2
その他 2 7 6 8 23
未回答 1 0 2 0 3









A B C D 計
７名以下 2 4 3 4 13
８〜11名 3 8 0 8 19
12〜14名 0 1 3 1 5
15〜17名 3 0 5 7 15
19〜30名 0 5 4 2 11
31名以上 0 1 2 1 4
未回答 2 7 8 4 21
合計 10 26 25 27 88
表11　運動器の機能向上における費用負担の有無
Ｑ．参加者から費用は徴収していますか
A B C D 計
徴収していない 7 18 16 18 59
徴収している 3 7 7 9 26
未回答 0 1 2 0 3
合計 10 26 25 27 88
表12　運動器の機能向上における参加者費用負担
Ｑ．１回あたり参加金額
120円以下 0 0 2 3 5
130円〜300円 1 2 2 2 7
310円〜500円 1 1 0 1 3
510円〜1300円 0 2 1 1 4
未回答 8 21 20 20 69
合計 10 26 25 27 88
表９　運動器の機能向上事業開催時間
Ｑ．１回の実施時間はどのくらいですか　
A B C D 計
〜30分 0 1 0 2 3
〜１時間 4 12 8 9 33
〜１時間半 4 8 13 13 38
〜２時間 2 4 2 2 10
２時間以上 0 1 0 1 2
未回答 0 0 2 0 2































A B C D 計
大変向上した 0 0 0 0 0
向上した 6 9 11 13 39
維持した 3 14 12 10 39
少し下降した 0 0 0 0 0
下降した 0 0 0 0 0
変化について把握していない 1 1 0 2 4
未回答 0 2 2 2 6
合計 10 26 25 27 88
表14　運動器の機能向上における事業評価
Ｑ．現在の事業の評価はどれにあたりますか
A B C D 計
充分だと思う 2 1 3 5 11
どちらかといえば充分と思う 3 13 13 11 40
どちらともない 2 5 7 8 22
少し不足していると思う 3 7 0 3 13
大いに不足していると思う 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0
未回答 0 0 2 0 2
合計 10 26 25 27 88
表16　認知機能低下予防事業の開始年
Ｑ．現在行なっている形態の事業はいつから行なっていますか
A B C D 計
未実施 5 14 10 16 45
平成７年〜平成10年 0 1 0 1 2
平成11年〜平成17年 0 2 4 2 8
平成18年 1 1 4 2 8
平成19年 0 2 1 2 5
平成20年 0 0 0 2 2
平成21年 0 2 0 0 2
平成22年 0 0 1 0 1
平成23年 0 2 0 0 2
平成24年 2 0 1 0 3
未回答 2 2 4 2 10
合計 10 26 25 27 88
表15　認知機能低下予防事業における対象者数
Ｑ．対象者数はどのくらいいると推定していますか
A B C D 計
20名以下 1 3 6 8 18
21〜50名 0 4 3 9 16
51〜100名 1 1 5 6 13
101〜200名 0 7 5 2 14
201〜600名 2 2 2 0 6
601〜1000名 1 1 0 0 2
1001名以上 2 2 0 0 4
未回答 3 6 4 2 15
合計 10 26 25 27 88
表17　認知機能低下予防事業における実施主体
Ｑ．どこが実施主体で実施していますか
A B C D 計
自治体 3 10 10 9 32
社会福祉協議会 0 0 1 1 2
民間 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0
合計 3 10 11 10 34
表18　認知機能低下予防事業指導担当者
Ｑ．指導担当者はだれですか
A B C D 計
医師または看護師 0 1 0 0 1
理学療法士または作業療法士 1 3 2 2 8
管理栄養士 0 0 0 0 0
介護職員 0 1 2 1 4
行政職員 1 6 4 5 16
健康運動指導士 0 1 2 2 5
その他 1 2 5 1 9




A B C D 計
週1回 1 4 4 5 14
月1回 1 4 1 2 8
隔月、半年 0 1 1 0 2
年3回以下 0 0 1 0 1
その他 0 2 4 1 7































A B C D 計
９名以下 0 2 1 1 4
10〜15名 1 3 6 6 16
15〜20名 1 4 2 1 8
21〜30名 0 1 1 0 2
31名以上 0 1 1 1 3




A B C D 計
大変向上した 0 0 0 0 0
向上した 2 2 1 1 6
維持した 0 8 6 7 21
少し下降した 0 0 0 0 0
下降した 0 0 0 0 0
変化について把握していない 1 1 4 0 6
合計 3 11 11 8 33
表25　認知機能低下予防事業における事業評価
Ｑ．現在の事業の評価はどれにあたりますか
A B C D 計
充分だと思う 1 0 3 1 5
どちらかといえば充分と思う 0 2 0 2 4
どちらともない 0 4 3 2 9
少し不足していると思う 0 3 3 3 9
大いに不足していると思う 1 1 2 1 5
その他 0 1 0 0 1
合計 2 11 11 9 33
表26　今後の二次予防事業の展開について
Ｑ．力を入れたい展開させたい事業はどれですか（複数回答）
A B C D 計
複合プログラム 0 7 6 15 28
運動器の機能向上 3 9 4 8 24
栄養改善 1 4 2 2 9
口腔機能向上 3 6 1 3 13
閉じこもり予防・支援 6 8 7 9 30
認知機能低下・支援 9 18 18 14 59
うつ予防・支援 4 8 3 2 17
その他 0 2 0 1 3
合計 26 62 41 54 183
表27　今後の二次予防事業に必要な専門性について
Ｑ．専門的知識を得たい事業がありますか（複数回答）
A B C D 計
複合プログラム 2 3 8 7 20
運動器の機能向上 1 9 6 9 25
栄養改善 0 0 1 5 6
口腔機能向上 3 1 0 4 8
閉じこもり予防・支援 6 5 3 4 18
認知機能低下・支援 8 17 15 14 54
うつ予防・支援 7 9 5 7 28
その他 0 0 0 0 0
合計 27 44 38 50 159
表22　認知機能低下予防事業における費用負担の有無
Ｑ．参加者から費用は徴収していますか
A B C D 計
徴収していない 1 8 7 4 20
徴収している 2 3 4 5 14
合計 3 11 11 9 34
表23　認知機能低下予防事業における参加者費用負担
Ｑ．１回あたり参加金額
100円以下 0 0 2 2 4
300円〜500円 0 1 0 0 1
510円〜1000円 1 1 0 1 3
合計 1 2 2 3 8
表20　認知機能低下予防事業開催時間
Ｑ．１回の実施時間はどのくらいですか
A B C D 計
〜30分 1 2 1 3 7
〜１時間 0 4 3 2 9
〜１時間半 0 1 4 4 9
〜２時間 4 3 2 0 9
２時間以上 0 1 1 0 2
合計 5 11 11 9 36
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運動器の機能向上事業，口腔機能向上事業，複合プログ
ラム事業が多数を占めていた。
２）運動器の機能向上事業について
　ほとんどの自治体で実施されており，平成18年に始め
られた形態を現在も継続運営していた。個人のリスク状
態に合わせたプログラムを立案できる，理学療法士や作
業療法士が指導担当者となっている他に，健康運動指導
士など運動指導の専門家を指導担当者とする自治体が多
かった。参加者からの費用徴収を行なわない自治体が多
く，徴収しているとしても，安価な金額を設定している
自治体が目立った。参加者に対する実施評価は概ね良好
に捉えられているが，事業全体の評価としては改善の必
要があると感じる自治体が多かった。
３）認知機能低下予防事業について
　対象者は多く推定しているものの，認知機能低下予防
事業を実施している自治体は多くなかった。行政職員が
指導担当者となっている自治体が多く，事業そのものへ
の負担が大きいことが推察された。参加者に対する実施
評価は概ね良好に捉えられているが，事業全体の評価と
しては改善の必要があると感じる自治体が多かった。
４）今後の二次予防事業について
　今後行いたいと考える二次予防事業のプログラムは，
認知機能低下予防事業が多く，専門的知識を得たい事業
についても同様であった。
　これらから，運動器の機能向上プログラムの事業効果
に対する実施意義は，経験則として理解しているものの，
対象者として捉えられる高齢者の課題として，認知機能
の低下を予防するための指導プログラムと評価指標が必
要であることがわかった。
付　記
　本研究は，平成23年度から平成25年度文部科学省「私
立大学戦略的研究基盤形成支援事業」の助成を受けて実
施したものである。
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